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特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

　

   

教
育
研
究
の
質
向
上
に
向
け
、
認

証
評
価
結
果
の
活
用
が
求
め
ら
れ
る
。

　設
置
前
に
「
基
準
を
満
た
し
て
い
る

か
」を
確
認
す
る
設
置
審
査
に
対
し
て
、

大
学
、学
部
が
完
成
年
度
を
迎
え
た
後
、

「
基
準
が
引
き
続
き
守
ら
れ
て
い
る
か
」

「
教
育
研
究
が
適
切
に
行
わ
れ
て
い
る

か
」
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
の
が
認
証
評
価

だ
。
設
置
基
準
の
改
正
は
認
証
評
価
に

ど
う
影
響
す
る
の
だ
ろ
う
か
。

　改
正
後
の
大
学
設
置
基
準
第
1
条
に

は
、「
大
学
は
、
こ
の
省
令
で
定
め
る

設
置
基
準
よ
り
低
下
し
た
状
態
に
な
ら

な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
は
も
と
よ
り
、

（
中
略
）
点
検
及
び
評
価
の
結
果
並
び

に
認
証
評
価
の
結
果
を
踏
ま
え
、
教
育

研
究
活
動
等
に
つ
い
て
不
断
の
見
直
し

を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
水
準
の
向

上
を
図
る
こ
と
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
」と
太
字
の
内
容
が
加
え
ら
れ
た
。

各
大
学
が
教
育
研
究
の
向
上
を
常
に
図

る
た
め
に
、
認
証
評
価
の
結
果
の
活
用

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　ま
た
、
認
証
評
価
で
確
認
す
る
も
の

と
し
て
、
情
報
公
表
状
況
も
含
ま
れ
て

い
る
。
基
幹
教
員
制
度
を
導
入
し
た
大

学
は
、
基
幹
教
員
に
関
す
る
情
報
（
基

幹
教
員
数
や
基
幹
教
員
の
学
位
、
教
育

研
究
等
の
業
績
、
所
属
、
教
育
課
程
の

編
成
そ
の
他
の
学
部
の
運
営
等
へ
の
参
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＊各団体へのヒアリングを基にBetween編集部でまとめ

＊文部科学省「教学マネジメント指針」（追補）より抜粋

認
証
評
価
へ
の
影
響

【図表1】各認証評価機関の新基準対応一覧（予定）

画
状
況
、
担
当
授
業
科
目
な
ど
）
の
公

表
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
情

報
も
今
後
は
、
認
証
評
価
機
関
で
確
認

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　【図
表
1
】
は
、
設
置
基
準
改
正
へ

の
対
応
を
各
認
証
評
価
機
関
に
聞
き
、

そ
の
内
容
を
ま
と
め
た
も
の
だ
。
改
正

項
目
に
関
す
る
評
価
の
ポ
イ
ン
ト
に
つ

い
て
、
自
学
が
受
審
す
る
機
関
の
回
答

を
確
認
さ
れ
た
い
。
認
証
評
価
が
大
学

設
置
基
準
へ
の
適
合
性
を
確
認
す
る
こ

と
に
変
わ
り
は
な
い
が
、新
基
準
で
は
、

よ
り
一
層
、
学
修
者
本
位
の
教
育
の
実

質
化
が
問
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い

る
。
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
確
立
し
、

さ
ら
な
る
向
上
を
図
り
た
い
【
図
表

２
】。
認
証
評
価
の
受
審
は
、
事
後

チ
ェ
ッ
ク
と
い
う
ゴ
ー
ル
で
は
な
く
、

そ
の
結
果
を
改
善
す
る
た
め
の
ス
タ
ー

ト
だ
と
捉
え
よ
う
。

（１）改正された
     大学設置基準への
     対応方針 

認証評価は関係法令により大学設置基準等の
適合状況を確認するよう求められているため、大
学設置基準等の改正があれば随時分析項目の
調整等を行っている。今般の改正も同様に対
応する。

改正された大学設置基準は、一部を除き、これまでの一律の
基準が弾力化され、大学自身の考えで基準を設定できるよう
になっている。設置基準改正後に変更等があった場合は、
大学の考え方を確認したうえで評価を行うこととなり、当機構
の評価基準等は変更せずに法令等の遵守状況一覧などで
対応している。

「大学基準は大学としてのあるべき姿を定めてきた」という考
え方を基礎に置きながら、新しい時代の要請として必要なこ
とは大学基準の改定で対応（例えば、教育研究実施組織に
関する規定追加をふまえ、教職協働について定めてきた従
来の内容を補強）。各論的なことは評価項目や評価の視点
で対応していく。

法令適合性を扱う基準１に関して、参照する法
令を改正に則して改めた。

資料として求める「法令遵守状況一覧」にお
いて確認している。

特になし大学設置基準等の順守状況をふまえて、3つのポリシーを起
点とする教育の質保証と中期的な計画をふまえた大学全体
の質保証が双方にわたってできているかどうかを、これまで同
様に自己点検・評価を求めていく予定であり、特に内部質保
証における変更点はない。

内部質保証の機能性を重視した評価に変わりはない。ま
た、新たに質保証活動に学生の意見や外部からの評価を
取り入れること等を大学には求めている。学位の質保証の
必要性という観点から、プログラム評価（教育課程及びその
内容、教育方法の自己点検・評価）に関する評価の視点も
増やした。

大学設置基準の改正を受けての変更はない
が、大学による自己点検評価や認証評価の結
果をふまえた改善の取り組みを実効性あるもの
とするため、受審大学に対する助言や支援の
機能が同時に果たせるような評価のあり方に
ついて、会員大学等との対話をもとに、引き続
き研究しなければならないと考えている。

自己点検・評価の実施体制を確立し、全教職
員が関与し、その結果を改善に活用している
かを引き続き確認する。

特例の認定を受けている学部等について、特例
の対象となる設置基準の規定に関する教育研
究活動等（授業科目の開設や単位互換の上限
の設定など）が認定内容に沿った状況となって
いることを確認する。

基本的には認定された内容に沿って運営しているかの確認
になる。単位に関する事柄も含めて特色・特徴がある取り組
みとして、成果が出ているもの、他大学の模範となるものなど
については、評価時の「優れた点」として取り上げることを可
能とする。

特例制度を活用する場合は、申請計画書や教育効果の検
証に係る計画を大学から資料として提出してもらう。制度の
概要だけでなく、実際の教育効果や運用上の問題点等の
有無等も必ず自己点検・評価することを大学には求める。そ
れに基づいて教育の妥当性を評価する。

特例制度の認定を受け活用している場合に
は、制度の運用の適切性、情報公表の状況を
確認する。　

法令、学則等に基づき適切に運用しているか
を確認予定。

指導補助者に授業の一部を担当させている場
合は、その定義・業務内容や採用等に係る手続
きが規定されていること、配置状況、活用状況
のほか、教員を除く指導補助者に対して必要な
研修が行われていることを確認する。

設置基準改正前から、当機構では主に基準２において、授
業をはじめ、学生の指導の補助役として、TAなどについて
自己点検・評価を求めている。今後は、指導補助者への研
修の実施状況を確認したうえで引き続き法令に沿って評
価する。

ティーチング・アシスタント（ＴＡ）等の指導補助者が果たす役
割、授業担当教員との責任関係・指導計画を明確にし、それ
にふさわしい条件設定と適した研修の実施が必要。これらを
総合して適切に運用されているかを評価する。

指導補助者については、関連する規程等の組
織的な定めおよび活動状況、必要な研修の実
施状況について確認する。

教育課程編成・実施の方針に基づき、指導
補助者を配置している場合、適切に運用して
いるか、必要な研修を実施しているかを確認
予定。

基本的には従来の専任教員と同様に、設置基準
に定める教員数、採用・昇任・評価に関すること
等を確認する。なお、基幹教員に係る情報公表に
関しては、専任教員について確認していた事項
（教育研究業績や学位の情報等）に加え、学部
運営への参画状況、授業科目の担当状況（主要
授業科目担当の有無、担当授業単位数など）、他
機関における兼務状況等も併せて確認する。

経過措置があるため、2022、2023年度に当機構で評価
を受けている大学については、基幹教員への移行はなかっ
た。今後、基幹教員への移行があった場合は、主要授業科
目の考え方や各学位プログラムに責任を持つ教員の定義
を確認したうえで、法令上必要な教員数のチェックなどは提
出されたデータや自己点検・評価書での記載等で確認し、
評価する。

学習成果の達成につながる教育や大学としてめざす研究
上の成果につながる教員組織であることが原則。そのた
め、設置基準上必要な教員数等の充足はもとより、各教員
の担当授業科目の適切性や各教員の学内外の業務状
況、授業担当時間数の適切性について把握・管理してい
ること等を評価する。学部内において果たしている責任な
ども重要なポイント。

法令上求められる教員数を確認する。その
際、基幹教員の要件への大学としての対応、
考え方、情報公表の状況等を確認する。

認証評価機関の共通様式（大学の概要等）
を用いて、設置基準を満たしているか（基幹
教員の要件、員数、必要事項の公表等）を確
認する。

今般改正の趣旨である教員と事務職員等の適
切な役割分担・連携体制の確保に関しては従
前より分析項目を設定しており、引き続き同様に
評価を行う。

今回の設置基準の改正は、組織機能の明確化や教員と事
務職員等相互の役割分担、協働、責任の明確化を目的とし
たものであり、新たな組織を学内に設けることを求めるもので
はないが、大学が個別に対応して、組織改編されているので
あれば、その経緯などを含めて評価する。

大学基準「６教員・教員組織」及び「10大学運営・財務（１）
大学運営」にて、教員・職員の責任を明確にし、協働・連携し
ながら役割を果たすことを定めている。組織的かつ効果的な
教育研究活動の実現が目的であり、そのために教員・職員が
どのように役割を果たしているかが評価のポイント。

教員及び事務職員等相互の適切な役割分担
の下での協働や組織的な連携体制の確保状
況等を確認する。

学習成果の獲得に向けて教職員の役割や
責任を規定しているかを確認予定。

③指導補助者

（３）内部質保証の
     評価の変更点 

④教育課程等
　に関する
　特例制度

Ⅰ 「三つの方針」を通じた学修目標の具体化
Ⅱ 授業科目・教育課程の編成・実施
追補 「入学者受け入れの方針」に基づく大学入学者
　　 選抜の実施
Ⅲ 学修成果・教育成果の把握・可視化
Ⅳ 教学マネジメントを支える基盤（FD・SD・教学IR）
Ⅴ 情報公表

（２）
主
な
改
正
項
目
に
関
す
る
評
価
の
ポ
イ
ン
ト

①教育研究
　実施組織

②基幹教員

【図表2】教学マネジメントの確立 Q.

大
学
設
置
基
準
の
改
正
は

認
証
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ど
う
影
響
す
る
？

A

各取組を、大学全体、学位プログラム、授業科目のそれ
ぞれのレベルで実施しつつ、全体として整合性を確保。

大学教育質保証・評価センター日本高等教育評価機構大学基準協会

＊ 学校教育法第百九条第一項の点検及び評価

＊

B1244290-P32-33.indd   32B1244290-P32-33.indd   32 2024/03/04   12:092024/03/04   12:09

大学改革支援・学位授与機構 大学・短期大学基準協会

特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

　

   

教
育
研
究
の
質
向
上
に
向
け
、
認

証
評
価
結
果
の
活
用
が
求
め
ら
れ
る
。

　設
置
前
に
「
基
準
を
満
た
し
て
い
る

か
」を
確
認
す
る
設
置
審
査
に
対
し
て
、

大
学
、学
部
が
完
成
年
度
を
迎
え
た
後
、

「
基
準
が
引
き
続
き
守
ら
れ
て
い
る
か
」

「
教
育
研
究
が
適
切
に
行
わ
れ
て
い
る

か
」
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
の
が
認
証
評
価

だ
。
設
置
基
準
の
改
正
は
認
証
評
価
に

ど
う
影
響
す
る
の
だ
ろ
う
か
。

　改
正
後
の
大
学
設
置
基
準
第
1
条
に

は
、「
大
学
は
、
こ
の
省
令
で
定
め
る

設
置
基
準
よ
り
低
下
し
た
状
態
に
な
ら

な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
は
も
と
よ
り
、

（
中
略
）
点
検
及
び
評
価
の
結
果
並
び

に
認
証
評
価
の
結
果
を
踏
ま
え
、
教
育

研
究
活
動
等
に
つ
い
て
不
断
の
見
直
し

を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
水
準
の
向

上
を
図
る
こ
と
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
」と
太
字
の
内
容
が
加
え
ら
れ
た
。

各
大
学
が
教
育
研
究
の
向
上
を
常
に
図

る
た
め
に
、
認
証
評
価
の
結
果
の
活
用

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　ま
た
、
認
証
評
価
で
確
認
す
る
も
の

と
し
て
、
情
報
公
表
状
況
も
含
ま
れ
て

い
る
。
基
幹
教
員
制
度
を
導
入
し
た
大

学
は
、
基
幹
教
員
に
関
す
る
情
報
（
基

幹
教
員
数
や
基
幹
教
員
の
学
位
、
教
育

研
究
等
の
業
績
、
所
属
、
教
育
課
程
の

編
成
そ
の
他
の
学
部
の
運
営
等
へ
の
参

33 No.311 32No.311

＊各団体へのヒアリングを基にBetween編集部でまとめ

＊文部科学省「教学マネジメント指針」（追補）より抜粋

認
証
評
価
へ
の
影
響

【図表1】各認証評価機関の新基準対応一覧（予定）

画
状
況
、
担
当
授
業
科
目
な
ど
）
の
公

表
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
情

報
も
今
後
は
、
認
証
評
価
機
関
で
確
認

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　【図
表
1
】
は
、
設
置
基
準
改
正
へ

の
対
応
を
各
認
証
評
価
機
関
に
聞
き
、

そ
の
内
容
を
ま
と
め
た
も
の
だ
。
改
正

項
目
に
関
す
る
評
価
の
ポ
イ
ン
ト
に
つ

い
て
、
自
学
が
受
審
す
る
機
関
の
回
答

を
確
認
さ
れ
た
い
。
認
証
評
価
が
大
学

設
置
基
準
へ
の
適
合
性
を
確
認
す
る
こ

と
に
変
わ
り
は
な
い
が
、新
基
準
で
は
、

よ
り
一
層
、
学
修
者
本
位
の
教
育
の
実

質
化
が
問
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い

る
。
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
確
立
し
、

さ
ら
な
る
向
上
を
図
り
た
い
【
図
表

２
】。
認
証
評
価
の
受
審
は
、
事
後

チ
ェ
ッ
ク
と
い
う
ゴ
ー
ル
で
は
な
く
、

そ
の
結
果
を
改
善
す
る
た
め
の
ス
タ
ー

ト
だ
と
捉
え
よ
う
。

（１）改正された
     大学設置基準への
     対応方針 

認証評価は関係法令により大学設置基準等の
適合状況を確認するよう求められているため、大
学設置基準等の改正があれば随時分析項目の
調整等を行っている。今般の改正も同様に対
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関する規定追加をふまえ、教職協働について定めてきた従
来の内容を補強）。各論的なことは評価項目や評価の視点
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法令適合性を扱う基準１に関して、参照する法
令を改正に則して改めた。

資料として求める「法令遵守状況一覧」にお
いて確認している。

特になし大学設置基準等の順守状況をふまえて、3つのポリシーを起
点とする教育の質保証と中期的な計画をふまえた大学全体
の質保証が双方にわたってできているかどうかを、これまで同
様に自己点検・評価を求めていく予定であり、特に内部質保
証における変更点はない。

内部質保証の機能性を重視した評価に変わりはない。ま
た、新たに質保証活動に学生の意見や外部からの評価を
取り入れること等を大学には求めている。学位の質保証の
必要性という観点から、プログラム評価（教育課程及びその
内容、教育方法の自己点検・評価）に関する評価の視点も
増やした。

大学設置基準の改正を受けての変更はない
が、大学による自己点検評価や認証評価の結
果をふまえた改善の取り組みを実効性あるもの
とするため、受審大学に対する助言や支援の
機能が同時に果たせるような評価のあり方に
ついて、会員大学等との対話をもとに、引き続
き研究しなければならないと考えている。

自己点検・評価の実施体制を確立し、全教職
員が関与し、その結果を改善に活用している
かを引き続き確認する。

特例の認定を受けている学部等について、特例
の対象となる設置基準の規定に関する教育研
究活動等（授業科目の開設や単位互換の上限
の設定など）が認定内容に沿った状況となって
いることを確認する。

基本的には認定された内容に沿って運営しているかの確認
になる。単位に関する事柄も含めて特色・特徴がある取り組
みとして、成果が出ているもの、他大学の模範となるものなど
については、評価時の「優れた点」として取り上げることを可
能とする。

特例制度を活用する場合は、申請計画書や教育効果の検
証に係る計画を大学から資料として提出してもらう。制度の
概要だけでなく、実際の教育効果や運用上の問題点等の
有無等も必ず自己点検・評価することを大学には求める。そ
れに基づいて教育の妥当性を評価する。

特例制度の認定を受け活用している場合に
は、制度の運用の適切性、情報公表の状況を
確認する。　

法令、学則等に基づき適切に運用しているか
を確認予定。

指導補助者に授業の一部を担当させている場
合は、その定義・業務内容や採用等に係る手続
きが規定されていること、配置状況、活用状況
のほか、教員を除く指導補助者に対して必要な
研修が行われていることを確認する。

設置基準改正前から、当機構では主に基準２において、授
業をはじめ、学生の指導の補助役として、TAなどについて
自己点検・評価を求めている。今後は、指導補助者への研
修の実施状況を確認したうえで引き続き法令に沿って評
価する。

ティーチング・アシスタント（ＴＡ）等の指導補助者が果たす役
割、授業担当教員との責任関係・指導計画を明確にし、それ
にふさわしい条件設定と適した研修の実施が必要。これらを
総合して適切に運用されているかを評価する。

指導補助者については、関連する規程等の組
織的な定めおよび活動状況、必要な研修の実
施状況について確認する。

教育課程編成・実施の方針に基づき、指導
補助者を配置している場合、適切に運用して
いるか、必要な研修を実施しているかを確認
予定。

基本的には従来の専任教員と同様に、設置基準
に定める教員数、採用・昇任・評価に関すること
等を確認する。なお、基幹教員に係る情報公表に
関しては、専任教員について確認していた事項
（教育研究業績や学位の情報等）に加え、学部
運営への参画状況、授業科目の担当状況（主要
授業科目担当の有無、担当授業単位数など）、他
機関における兼務状況等も併せて確認する。

経過措置があるため、2022、2023年度に当機構で評価
を受けている大学については、基幹教員への移行はなかっ
た。今後、基幹教員への移行があった場合は、主要授業科
目の考え方や各学位プログラムに責任を持つ教員の定義
を確認したうえで、法令上必要な教員数のチェックなどは提
出されたデータや自己点検・評価書での記載等で確認し、
評価する。

学習成果の達成につながる教育や大学としてめざす研究
上の成果につながる教員組織であることが原則。そのた
め、設置基準上必要な教員数等の充足はもとより、各教員
の担当授業科目の適切性や各教員の学内外の業務状
況、授業担当時間数の適切性について把握・管理してい
ること等を評価する。学部内において果たしている責任な
ども重要なポイント。

法令上求められる教員数を確認する。その
際、基幹教員の要件への大学としての対応、
考え方、情報公表の状況等を確認する。

認証評価機関の共通様式（大学の概要等）
を用いて、設置基準を満たしているか（基幹
教員の要件、員数、必要事項の公表等）を確
認する。

今般改正の趣旨である教員と事務職員等の適
切な役割分担・連携体制の確保に関しては従
前より分析項目を設定しており、引き続き同様に
評価を行う。

今回の設置基準の改正は、組織機能の明確化や教員と事
務職員等相互の役割分担、協働、責任の明確化を目的とし
たものであり、新たな組織を学内に設けることを求めるもので
はないが、大学が個別に対応して、組織改編されているので
あれば、その経緯などを含めて評価する。

大学基準「６教員・教員組織」及び「10大学運営・財務（１）
大学運営」にて、教員・職員の責任を明確にし、協働・連携し
ながら役割を果たすことを定めている。組織的かつ効果的な
教育研究活動の実現が目的であり、そのために教員・職員が
どのように役割を果たしているかが評価のポイント。

教員及び事務職員等相互の適切な役割分担
の下での協働や組織的な連携体制の確保状
況等を確認する。

学習成果の獲得に向けて教職員の役割や
責任を規定しているかを確認予定。

③指導補助者

（３）内部質保証の
     評価の変更点 

④教育課程等
　に関する
　特例制度

Ⅰ 「三つの方針」を通じた学修目標の具体化
Ⅱ 授業科目・教育課程の編成・実施
追補 「入学者受け入れの方針」に基づく大学入学者
　　 選抜の実施
Ⅲ 学修成果・教育成果の把握・可視化
Ⅳ 教学マネジメントを支える基盤（FD・SD・教学IR）
Ⅴ 情報公表

（２）
主
な
改
正
項
目
に
関
す
る
評
価
の
ポ
イ
ン
ト

①教育研究
　実施組織

②基幹教員

【図表2】教学マネジメントの確立 Q.
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A

各取組を、大学全体、学位プログラム、授業科目のそれ
ぞれのレベルで実施しつつ、全体として整合性を確保。
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＊ 学校教育法第百九条第一項の点検及び評価
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